
参考資料　１

一般会計予算

法人全体収入内訳

法人全体・拠点区分・サービス区分支出内訳（予備費及び事業区分･拠点区分間の資金移動を除いた経費を記載）

生活福祉資金貸付､あんしんセンター運営

善意銀行､社会福祉基金

小地域活動推進､年末たすけあい援護等

介護保険訪問介護

障害者訪問介護､同行援護及び移動支援

（単位：千円）

平成27年度 平成26年度

予算額 予算額
比較増減 前年比

224,118 225,289

（単位：千円）

▲ 1,171 ▲ 0.5%

26年度27年度勘定科目（収入）

　前期末支払資金残高

　受取利息配当金収入

　その他の収入

　介護保険事業収入

　障害福祉サービス等事業収入

　貸付事業収入

　事業収入

（単位：千円）

会計名 拠点区分 サービス区分 平成27年度予算 平成26年度予算 事業の概要

法人全体

法人管理事業 68,046 70,827 （新規）４０周年記念事業、法人運営､事務所維持管理､役職員給与等

一般事業

伊勢原市受託事業 54,898 54,478

やまどり号運行､ふれあいミニデイ､市民後見人等育成（新規・実践研
修）､地域包括支援センター､老人福祉センター管理･運営､教養趣味講
座､生活支援ヘルパー派遣､養育支援家事援助ヘルパー派遣､ひとり親家
庭ヘルパー派遣

地域福祉推進事業 17,278 17,047

ネットワーク推進（新規・買い物支援モデル事業）､団体助成､遊具等
修繕､ボランティア講座､ボランティアセンター運営､交通遺児激励､ひ
とり親家庭援護､罹災者世帯援護､紙おむつ支給､桜まつり開催､法人後
見､やすらぎサービス､緊急援護資金

神奈川県社協受託事業 8,399 10,535

寄付金受配事業 1,893 1,898

介護報酬等
事業

赤い羽根募金配分事業 4,682 3,969
法律相談､認知症サポートヘルパー､補装具助成､ひとり暮らし高齢者安
全機器設置､おもちゃ病院､障害児･者ふれあい交流､広報等発行､地域福
祉活動計画策定･推進

年末たすけあい配分事業 7,045 8,618

共同募金
配分事業

訪問介護事業 20,458 23,822

障害者総合支援事業 21,631 19,013

1,325

9,8799,879

56,944

70,93370,780

1,325

1,300

　受託金収入

19,46721,926

28,18625,044

　　合　計　

25,76727,284

4,8203,500

6,5375,560

224,118 225,289

　積立預金取崩収入

　会費収入

　寄付金収入

　経常経費補助金収入

　(市補助金､共同募金配分金等)

504506

7070

56,501

1,300

伊勢原市社会福祉協議会 平成2７年度予算の概要

第3次伊勢原市地域福祉活動計画基本理念

ともに支え合い、ひとりひとりを大切にするまちづくり

○介護保険法改正に伴う新たな総合支援事業の実施や日常生活圏域における住民主体の支え合い活動の支援など、地域福祉を推進する
立場の社会福祉協議会には大きな期待が寄せられています。
この様な中で、伊勢原市社会福祉協議会は本年法人設立４０周年の記念すべき年を迎えます。これを機に、これまで以上に地域住民
との協働を促進し、第３次伊勢原市地域福祉活動計画の基本理念である「ともに支え合い、ひとりひとりを大切にするまちづくり」
の推進に向けて各種事業を実施してまいります。

○今日、伊勢原市内においても、核家族化や高齢化に伴い生活スタイルが多様化しており、その様な中で高齢者や子育て世代等が抱え
る様々な生活課題を解決していくためには、地域住民による新たな生活支援サービス等を推進していく必要があります。

○この様な状況も踏まえ、基本目標である「つながりによる地域づくり」「ふれあいの場づくり」を推進するために、これまで以上に
地域の方々と共に考え、協働し新たな仕組みづくりの構築を目指します。

○更に、「福祉を支える人づくり」「安心して暮らせるまちづくり」としては、成年後見利用促進のための基礎整備を推進してまいり
ます。

①法人化４０周年記念（新規事業）

社会福祉法人格を取得し４０周年の節目の年を迎えます。社会

情勢の変化に即した新たな役割を示し、役職員の意識向上と、

一層の住民との協働を促進する年として各種事業を推進してま

いります。

②成年後見制度利用促進のための基盤整備（拡充事業）

市民後見人養成講座（実践研修）など、地域福祉の担い手としての人

材育成を継続し、地域の権利擁護システムの構築としての成年後見制

③ネットワークの推進（継続事業）

平成２７年度は、地域課題の解決に向けた具体的な取り組みとして

「買い物支援に関するモデル事業」を実施し、地域住民による新たな

仕組みづくりの構築を行います。

④組織の基盤強化と自主財源の確保

法人化４０周年に伴い、関係機関、関係団体、地域住民との連携強

化に努めるとともに、地域福祉の普及・啓発と会費等の自主財源の確

保に向けて役職員一丸となって取り組みます。


